














































































































































































































































































































合弁会社　 PT．ITO SEISAKUSHO ARMADA（資本金300億インドネシアルピア，伊藤製作所51％出資／
PT．MEKAR ARMADA JAYA49％出資，順送り金型，プレス加工）。


























































































































































































































































































































































































































〔社員数〕  〔年間売上高〕　　 〔1人あたりの生産性〕
伊藤製作所〔日本〕 70名 240,000,000,000ルピア 3,428,571,429ルピア
伊藤製作所〔フィリピン〕 81名 45,000,000,000ルピア 555,555,556ルピア
インドネシアA社 900名 110,000,000,000ルピア 122,222,222ルピア















































































































75）　伊藤（2004）および『Asia Market Review』Vol.16, No.7を参照。






    【副社長】  川崎剛司氏（日本から派遣・長期駐在） 
     【支援部隊】 
フィリピン人５名 
（基本１年間の駐在）  
  TS 取得のための品管スタッフ１名 
  設計１名               
  金型製作の現場スタッフ２名 
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